
様式１（特別支援学校）
【特別支援学校用】

令和３年度学校評価 結果・学校関係者評価

中間評価 ５　最終評価

（１）共通評価項目

評価項目 取組内容
成果指標
（数値目標）

進捗度
（評価）

進捗状況と見通し
達成度
（評価）

実施結果 評価 意見や提言

●児童生徒一人一人のニーズに応じた
指導･支援による確かな学力の定着

○児童生徒の夢を育み、｢思い｣を大切
にした学習を実践することができたと回
答する職員が75％以上

・児童生徒の夢や希望、思いを本人及び保護者から聴
き取る。
・日常生活や日々の授業の中で、児童生徒の主体的な
考えや｢思い｣を聴き取る場面を意図的に仕組む。
・PDCAサイクルで実践し、児童生徒の｢思い｣に沿った
学力や生きる力の定着を図る。

A

・｢適切に実態把握をし、適切に学習内容目標手立てを設定した｣と教職員の
75％、｢保護者の考えを十分に聞いている｣と保護者の75％以上が回答してい
る。【教職員79.3％、保護者91.0％】
・前年度に立てた学習内容目標を基に、保護者や児童生徒本人に願いを聞き
取ったり実態把握をしたりして、今年度の個別の指導計画の作成ができてい
る。

A

・｢適切に実態把握をし、適切に学習内容目標手立てを設定した｣と教職員の81.3％、｢保護者
の考えを十分に聞いている｣と保護者の88.8%が回答しており、数値目標は達成した。
・個に応じた手立てを講じ、指導の成果として児童生徒の変容が見られたことから、教職員が
数値は高かった。一方で、感染症拡大防止の観点より、保護者と懇談する機会を控えること
が続き、情報発信の機会の少なさが保護者の数値の方が低かった一因と考えられる。

A

・教職員、保護者とも数値目標が達成できたのは評価できる。一方で、
保護者アンケートの数値が、中間評価よりも最終評価で数ポイント低下
したのは、新型コロナウイルス感染症の拡大時期と重なり、やむを得な
い面もある。

教務

○教育の質の向上に向けた支援機器や
ICT利活用教育の充実

○ICT機器を利活用し、効果的な授業の
促進ができたと回答する職員、保護者
が75%以上

・視線入力を用いた授業実践を推進し、表出が難しい児
童生徒の授業を充実させる。
・タブレット端末、電子黒板等を授業や集会活動等で効
果的に活用する。
・児童生徒の実態に合わせて、音声代替装置等のICT
機器利活用を推進する。

B

・各学部に1台以上視線入力機器を用意。既に活用していた生徒の例をもとに
整備を進めている。
・1人1台端末の活用報告書を指導者に提出してもらい、その実態にあった情
報提供や研修を計画中の段階である。電子黒板は通常の学級を対象に調査
し、1日に1回は必ず使用していることが分かった。
・ICT機器利活用についてのお便りを発行している。
【ICT機器の利活用と効果的な授業の実践：教職員73.5％、保護者89.3％】

B

・各学部に１台以上の視線入力機器を用意した。
・１人１台端末の活用報告書を前期後期に各１回提出し、内容に合わせて機器の購入やICT
だよりの作成を行った。また、遠隔授業の係るTeams活用の研修を行った。
・電子黒板は、通常の学級で前期と比べて、数学や特別活動での活用の機会が特に増えた。
また、電子黒板を用いた情報モラルに関する授業も年に１回は必ず行うようにした。
・｢ICT機器を利活用し、効果的な授業の実践ができている｣と回答した保護者が79.0%であり、
遠隔授業に係る全国的な実践例やニーズから、保護者のICT機器への意識の高まりを表して
いると考えられる。本校は、今年度はまだ県による整備を待っている状況であったが、来年度
以降児童生徒の学びを止めることがないよう、一層適切な活用を図っていきたい。

B

・ICTを活用することで授業内容が広がり、児童生徒がそれぞれの能力
を発揮できる場がさらに広がっていくと感じた。
・具体的取組にある｢表出が難しい児童生徒の授業の充実｣の結果につ
いて、実践として取り組んだ活用報告書の具体的内容･分析の報告があ
る方が好ましい。 学習・情報

○将来の自立と社会参加を意識した進
路指導の充実

○将来の自立と社会参加を意識した指
導がなされていると回答する職員、保護
者が75％以上

・教職員を対象とした進路研修会や保護者を対象とした
進路説明会を行う。
・将来の自立と社会参加が促進されるような資料を必要
に応じて作成し、保護者等に周知する。

B
・教職員対象の進路指導説明会を開催し、100％の教職員が参考になったと
回答した。
・｢意識した指導を行っている｣と答えた教職員が78.8％、｢適切な指導がなされ
ている｣と答えた保護者が81.0％であった。

A
・高等部卒業生の進路保障100％を達成した。
・意識した(適切な)指導がなされていると回答した教職員、保護者がともに80％以上であり、コ
ロナ禍の中でできるかぎりの進路指導を行うことができた。 A

・進路保障の100％達成は素晴らしいことである。
・今後も引き続き、一人一人に合った進路指導の充実を図っていくことが
必要である。

進路指導

●児童生徒が、自他の生命を尊重する
心、他者への思いやりや社会性、倫理
観や正義感、感動する心など、豊かな
心を身に付ける教育活動の充実

○心の教育活動や生命を尊重する教育
に取り組むことができていると回答する
職員が80％以上

・道徳教育や特別活動、生活単元学習等で、思いやり
や豊かな心を育む教育活動の充実を図る。
・年間1回以上の交流及び共同学習や学校行事等で、
他者と関わる経験を多様な体験活動で充実させる。
・児童生徒会活動の一環として、嬉しかったことや友達
の良い所をカードに書き出し、模造紙｢えがおの木｣に貼
り付ける活動を行う。

B

・｢心の教育活動や生命を尊重する教育に取り組むことができている｣と回答し
た教職員が79.0％、保護者が83.0％となっており、概ね達成している。今後
は、教職員の是の回答率が向上するように取り組みを進めたい。
・児童生徒会活動の一環として、現在｢えがおの木｣に取り組んでいる。これら
の取り組みを通して心の教育や生命を尊重する態度を養っていきたい。 B

・交流及び共同学習で直接交流が実施できたのは、コロナ感染状況が落ち着いた時期に実
施された居住地校交流(本校舎中学部･３名)と学校間交流(高等部)のみであった。ほとんどが
間接交流による実施となったが、オンラインや手紙･新聞のやり取りなどを行い、お互いの気
持ちを交わす喜びを味わうとともに両校両者間のつながりを継続できた。今後も感染症対策
を徹底するともに、少しでも直接交流ができる時間を模索していきたい。
・｢心の教育活動や生命を尊重する教育に取り組むことができている｣と教職員の78.5％、保
護者の81.3％が回答している。｢えがおの木｣活動等は多くの児童生徒が教職員と一緒に取り
組んでおり、今後は心や生命を尊重する教育とは何かをより具体的にしていくことが課題であ
る。

B

・数値目標が達成できなかった点は残念であったが、コロナ禍の中、最
大限の交流及び共同学習ができたのではないか。
・アンケートの保護者結果が好評価であり、｢A｣評価が妥当という意見も
あった。

生徒指導

●いじめの早期発見、早期対応体制の
充実

○いじめ防止等(いじめの定義、いじめ
の防止等のための取組、事案対処等)に
ついて、取り組むことができていると回
答する職員が80％以上

・学校生活調査を毎月行う。
・いじめアンケートを年間2回実施し、教職員間で情報を
共有する。
・児童生徒会役員会で、毎回、児童生徒一人一人が頑
張っていることを取り上げ、互いのことを尊重し、認め合
う雰囲気を作っていく。
・いじめに対する教職員の意識啓発のため、研修･会議
を年間1回以上行う。

B

・｢いじめの防止について、保護者や関係機関と連携を図り、取り組むことがで
きている｣と回答した教職員が68.3％、保護者が74.8％だった。いじめアンケー
トの回答から出された結果については、いじめ対策委員会を開いて対応をきち
んと行っている。今後はそのことを周知していきたい。
・いじめアンケートでは、以前のように｢０件｣を目指すことではなくなってきてい
ることから、いじめの定義や防止に取り組む研修を充実していきたい。

B

・｢いじめの防止について、保護者や関係機関と連携を図り、取り組むことができている｣と教
職員の68.3％、保護者の79.5％が回答している。中間評価と比較し、保護者は向上している(5
ポイント)が、教職員は変化なしであった。今後は、毎月のいじめ調査の結果を教職員や保護
者に毎回報告する方向で検討していきたい。
・従前は、児童生徒会役員会を毎月開催していたが、コロナ禍のため実施できずお互いが会
う機会が極端に減少したため、会の雰囲気作りが非常に難しかった。
・職員全体の研修を１回実施し、校務分掌部会では頻繁に啓発活動を行った。

B

・いじめアンケートの実施や啓発活動を通じて、お互いを尊重しあう雰囲
気づくりの維持や向上ができていると感じた。
・教職員の自己評価の低い点が気になる。厳しい振り返りも大切である
が、評価すべき対象があいまいなことから、達成できていることも気付き
にくい可能性があると思った。

生徒指導

◎児童生徒が夢や希望を持ち、将来の
自立と社会参加に向けて、主体的・意欲
的に取り組もうとするための教育活動の
充実

○学校評価アンケートにおいて、コミュ
ニケーション能力を従前より高めること
ができたと回答する職員、保護者が
90％以上

・交流及び共同学習に積極的に取り組む。
　（学校間交流、地域交流、居住地校交流）
・校内における挨拶は、教職員から積極的に働きかけ、
活発化を図る。
・夢や希望、思いを育み、自己肯定感を高める授業を実
践する。

B

・小中学部では、学校間交流及び地域間交流は、間接交流となった。本校舎
小中学部は、居住地校交流及び共同学習を今後も計画しているが、間接交流
が多い予定である。間接交流を行うことで、学校や地域とのつながりを持続し
ていきたいと教職員は考えている。高等部の学校間交流(佐賀商業高校吹奏
楽部演奏会)は、長年続いており、高等部のみならず、他学部もとても楽しみに
している。
・｢コミュニケーション能力を従前より高めることができた｣と、教職員は81.5％、
保護者は89.3%が回答している。

B

・｢コミュニケーション能力は高まっている／高めることができている｣との回答は、保護者
81.8％、教職員82％となっている。
・コロナ禍が継続する中、一部昨年度以上に学校行事等の制約があったことから、コミュニ
ケーション能力の育成に関して保護者の期待に沿った教育が決して十分には提供できなかっ
たと考えられる。
・学校間交流(高等部／佐賀商業高校吹奏楽部演奏会)は、感染対策を十分に行うことで今年
度も実施できたことは、児童生徒の情操教育の観点でも大変有意義であった。

B

・｢将来の自立と参加に向けた主体的･意欲的に取り組もうとする～｣の
成果目標がコミュニケーションの向上だと違和感を感じる。次年度に向
けては是非再検討をお願いしたい。

管理職

●望ましい生活習慣の形成 ○タブレット端末やスマートフォンを使う
時の約束を守れていると考える児童生
徒が80％以上

・｢タブレットを使う時の５つの約束｣を校内各所に掲示す
るなど、ほけんだよりや保健指導を通して家庭にも周知
していく。

D

・｢タブレットを使う時の５つの約束｣を校内各所に掲示しているが、それを意識
してタブレット端末やスマートフォンを使っている児童生徒は少ないというアン
ケート結果だった。【教職員69.5％、保護者44.5％】
・今後、保健部で作成した動画を視聴したり保健だより等を通じて保健指導を
行ったりして、児童生徒の意識が変わるようにしたい。 C

・｢５つの約束について保健部の演技｣と｢眼科校医へのインタビュー｣の２本のビデオを作成
し、12月までに児童生徒及び職員に視聴してもらった。また、ほけんだよりで保護者にも３回
周知した。健康面等の維持やメリットを強調して伝え、少しでも行動に結びつくようにした。
・本校の児童生徒は外出の機会が少なく、コロナ禍で一層タブレット等を使用して余暇を過ご
す時間が多くなったと考えられる。そのような中、ビデオ視聴前(中間評価)に比べ、家庭で５つ
の約束を意識できるようになってきているという結果が出た。【中間44.5％→最終57.5％】

B

・数値目標上は｢C｣であるが取組内容としては｢A｣ではないか。次年度
の目標設定の前に、子ども達のタブレット等の習慣の調査から実態に即
した目標にした方がよい。引き続き動画視聴やほけんだよりで周知を継
続していくことが重要だと感じる。
・｢５つの約束｣については中間評価以降で内容が整理されていないと感
じた。文科省からの文書であるとしたら内容の再検討は困難かもしれな
いが｢わかりやすい｣｢守りやすい｣ものに改善修正できれば結果に表れ
るのではないか。

○感染症予防対策の徹底 ○手洗いの手順に沿って児童生徒は手
洗いができていると考える職員が80％
以上

・手洗い場付近に手洗い手順書｢手洗い歌｣を提示し、
確認しながら手洗いするよう職員へ呼びかけ、児童生
徒への指導を行う。
・感染症予防に関する研修及び保健指導を行う。
・ほけんだよりで家庭の協力を得る。
・毎月第３木曜日の職員朝礼を｢感染症予防の日｣とし、
教職員の理解啓発を図る。

B

・見やすくわかりやすい手洗い手順書を手洗い場の付近に掲示し、いつでも見
ながら手洗いができるように改善した。職員研修において、手洗いで特に注意
することや手洗いの重要性について理解を深めることができたと多くの教職員
の感想があった。その結果、校内での感染症予防につながっていると考えて
いる。

B

・職員への周知を適時行った。自作の手洗い動画を電子黒板で常時見ることができるように
し、必要時には職員がすぐに動画を活用して児童生徒へ指導できるようにした。また、ほけん
だよりでも手洗いのポイントを伝えた。手洗いができているかのアンケートの回答は、保護者
71.3％、教職員72.0％であり、概ね達成できていると考えている。なお、校内において新型コ
ロナウイルス感染症が拡がる事案は１件も出ていない。

B

・アンケート結果(成果)から｢A｣評価が妥当という意見もあった。
・全国あるいは県内で新型コロナウイルス感染症の拡大が続く中、校内
での感染の拡がりの事案がなかった点を見ても、本校の取組･実践は徹
底されていたものと考えらえる。

●地域支援

●効果的な地域支援に向けた特別支援
学校のセンター的機能の充実

○公開研修会を実施し、参考になったと
考える参加者が80％以上

・外部より講師を招聘し、リモートで研修を公開する。
・研修ニーズについて、自立活動部や保健部等と連携
を図りながら検討する。
・リモートによる研修方法について、学習･情報部と連携
を図りながら実践を重ねる。

A

・摂食指導の研修会、自立活動夏季研修会において、ほとんどの外部参加者
から｢参考になった｣との回答を得た。
・自立活動夏季研修会については、巡回相談等で把握する地域の学校のニー
ズも踏まえ、自立活動部や講師と十分に情報交換を行った。
・リモートによる研修については、県立学校とそれ以外の学校との接続環境の
違いにより、どのような形で公開するか検討を重ねた。本校がホストとして発
信できるシステムが整ったため、今後はスムーズに公開できると思われる。

A

・外部参加校は11校30名程度がリモートで参加し、アンケートの回答があった７校全てにおい
て｢参考になった｣との評価を得た。リモートの運営についても、実績を重ね、比較的スムーズ
に行えたと考える。アンケートの記述には、地域の小･中学校の教職員が初めて知る内容もい
くつかあり、興味･関心が高いことがうかがえた。地域の教育現場に最低限必要な基礎的な内
容に加え、今後の研修意欲を喚起できた内容だったと考える。

A

・校内における通信環境の整備(ハード及びソフト)が進み、リモートの運
営は一段と実施しやすくなってきた。
・今後も地域のニーズに応じた研修を企画し、センター的機能の一層の
充実を図っていく必要がある。 相談支援

●業務改善・教職員の働き
方改革の推進

●業務効率化の推進と時間外勤務時間
の削減

●教育委員会規則に掲げる時間外在校
等時間の上限を遵守
○職員の時間外勤務時間の一月の平
均時間が20時間以内(昨年度を維持)
○また、一月の平均時間が20時間以上
の人数は一月平均30名以内(昨年度約
30名)

・月1回の定時退勤日を完全実施する。期日は学校行
事を踏まえ、全校全職員で実践しやすい日を設定する。
毎週(月3回)の定時退勤推進日についても、定時退勤に
ついて強く推奨していく。
・新たに稼働が始まった出退勤システムについて、職員
室内に掲示するなどして利用定着と意識啓発を図る。
・業務分担を見直し、業務の効率化と平準化を図る。

A

・9月までの定時退勤日は完全実施できている。9月までの一月の平均時間外
勤務時間は、20時間以内となっている。(@15時間12分)
・時間外勤務が一月20時間以上の職員は、一月平均約44名(26％)。
・出退勤システムについては、打刻や整理等の適切な使用を月末以外でも定
期的に呼びかけしている。
・業務分担の見直しは、下期に校務分掌機構の再編に向けて取り組む予定で
ある。

A

・12月までの定時退勤日は、教職員の意識も定着し、完全実施できている。また、12月までの
一月の平均時間外勤務時間は、20時間以内となっている。(@14時間55分)
・時間外勤務が一月20時間以上の職員は、一月平均約44名(26.3％)
・出退勤システムについては、稼働期間の経過とともに適切な使用が定着してきている。
・来年度に向けた校務分掌については、各校務分掌部長による成果や課題を集約･分析し、
再編及び人数配置の見直しを今後３月に行う予定である。

B

・約1/4の教職員が時間外勤務時間を20時間超過している結果と職員ア
ンケート結果(79％が達成)に開きがあると感じる。現段階では｢B｣評価と
しておく方が全ての教職員に対して｢課題である｣という認識が形成しや
すくなるのではないか。 管理職

（２）本年度重点的に取り組む独自評価項目

評価項目 重点取組内容 成果指標
（数値目標）

進捗度
（評価）

進捗状況と見通し
達成度
（評価）

実施結果 評価 意見や提言

○自立活動

○｢自立活動｣の時間における指導の充
実

○自立活動に関するアンケートにおい
て、指導内容策定までの流れが理解で
き、かつ授業に生かすことができたと回
答する職員が70％以上

・外部講師を招聘し、自立活動に関する研修を行う。そ
の際、教職員に事前アンケートを行い、疑問点やニーズ
を把握する。
・授業や指導計画に関する自立活動相談会を定期的に
行う。

B

・自立活動の指導内容策定の流れを理解し、研修会や相談会に参加したとす
る教職員が77.5％と概ね達成している。今後さらに指導計画の作成に係わる
研修会を行うなどして、相談会の充実を図っていきたい。 B

・アンケートの回答は76.3％と概ね達成できた。学部別研修会や相談会を通して、｢他学部の
事例を知ることができ、参考になった｣｢ストレッチの仕方が勉強になった。より詳しく知りたい｣
等の感想があり、今後の授業に生かせる研修会･相談会となり、職員の意識の高揚、意欲の
向上につながったと考える。研修会がリモート形式となり、講義内容が実技を伴っていたため
演習が伝わりづらかったことや、コロナ対策として３密を避けるため希望者のみ参加として限
定的となってしまったことが、残念な点であり今後の課題である。

B

・コロナ禍の制約の中、実施形態にも工夫しながら、ニーズに応じた十分
な研修が行われたと考える。

自立活動

●･･･県共通　○･･･学校独自　◎･･･志を高める教育

５　総合評価・

　　次年度への展望

・成果指標が達成できていない重点取組もいくつかあり、アンケート結果から課題がある項目を含め、検証を重ねて次年度以降の改善に向けて引き継ぎ取り組むことが重要である。
・肢体不自由単置校として、教職員一人一人の専門性をどのように高めていくかは、学校としての課題である。
・取組内容から成果指標、具体的取組、そして評価という流れが、あいまいで抽象的なものではなく、一貫性のあるより客観的な結果として表れる適切な内容となるように、計画作成の段階で十分に検討をしていく必要がある。

主な担当者重点取組
具体的取組

中間評価 最終評価 学校関係者評価

学校関係者評価

●学力の向上

●心の教育

●健康・体つくり
保健

２　学校教育目標
○　児童生徒の一人一人の状況（障害の状態や発達段階、特性）に応じた教育を実践する。

○　児童生徒が「明るく」「正しく」「たくましく」生きていく力を育成する。

３　本年度の重点目標

「　夢に向かって　----　明るく、正しく、たくましく　」

(1)児童生徒の主体性を尊重しながら、個に応じた教育を充実させる。

(2)自立と社会参加に向けて、児童生徒の夢や希望を大切にする教育を充実させる。

(3)健康・安全教育を進めるとともに、思いやりや豊かな心を育む教育を充実させる。

４　重点取組内容・成果指標

主な担当者
重点取組

具体的取組
中間評価 最終評価

達成度（評価）
 Ａ：十分達成できている
 Ｂ：おおむね達成できている
 Ｃ：やや不十分である
 Ｄ：不十分である学校名 佐賀県立金立特別支援学校

１　前年度

　　評価結果の概要

・重点取り組みに対しての成果指標はどれも達成できており、各項目に対しての評価はおおむねA評価となった。その中で、アンケート結果からも十分でない項目については、検証を重ね、次年度へと引き継ぎ取り組むことが重要である。

・肢体不自由単置校として、教職員一人一人の専門性をどう高めていくかは学校としての課題である。

・リモートの授業は、手探りの状態で始まったと言えるが、児童生徒の反応を引き出せているのか確認する必要がある。実践している教職員の実感などを洗い出して、よりよい方法はないか検証していく必要がある。また、今後もICT利活用を推進するための職員の技術的な向上を図るための校内体制をより進めていくことが必須となる。

・コロナ禍ではあるが、地域とのつながりは重要である。様々な形で交流等ができないか、引き続き模索していく必要がある。


